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譲渡損失分

株式の
譲渡所得

（売却価格）

譲渡損失分

譲渡損失分

１年目

２年目

３年目

売却時の優遇措置の仕組み（損益通算）

控除可能

控除可能

控除可能

投資時点にエンジェル税制の優遇措置の要件を満た
していた(注１）A株式を売却した結果、損失(注2）
が発生。
(注１)何年前であっても要件を満たした投資であればよい。
(注２)損失額は投資した年に対象企業の取得時の優遇措置を
受けていた場合は、その取得価格分を差し引く。

A株式の上場後に売却した場合

 Ａ株式とＢ、Ｃ、Eが、いずれも上場株式の場合に、損益通算可能

エンジェル税制を適用した場合

 Ａ株式(未上場）は、Ｂ、Ｃ、Ｅが上場株式であっても未上場株式
であっても損益通算可能

１年目

課税されない

課税されない

課税されない

控除対象なし

４年目

株式の
譲渡所得

（売却価格）

株式の
取得価格

株式の譲渡益
（E）

株式譲渡益が発生

株式譲渡損失が発生

株式譲渡益が発生

株式譲渡益が発生

売却時の優遇措置の基準日は、株式取得時です。
（株式取得時の優遇措置を受けた後に、売却時の優遇措置を受ける場合には、東京都に
確認書の再発行申請(参考様式)をしていたただきますようお願いいたします。）

A株式を売却し、その後上場した場合

 Ａ株式は、Ｂ、Ｃ、Ｅが上場株式であっても未上場株式であっても
損益通算可能

 Ａ株式の適用期間(会社設立から上場の前日までの間に売却）であれ
ば、未上場株式、上場株式のいずれでも繰越控除が可能（優遇措置
が認められる）

譲渡損失が発生した年に他の株式等譲渡益と通算(相殺)できなかった場合は、その
年の翌年以後3年間にわたり未上場及び上場株式等の譲渡益から繰越控除できます。


